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　　　　　 はじめに
　　私鉄総連は、2020年度第５回中央委員会（2021.７.13）で「2021年
秋季年末闘争方針」を決定しました。この方針では、21秋闘（労働協
約闘争）の産別統一要求として３項目を掲げ、単組独自要求とあわせ
て積極的に取り組むとしています。西鉄労組では、総連方針に基づき
本方針を起案し、労働環境の改善を通じて、組織の強化・発展、運動
のさらなる活性化をはかり、22春闘勝利に向けた闘争態勢強化につな
げていきます。

　　　　 1 私たちを取り巻く情勢
⑴　雇用情勢について
　　2021年８月の完全失業率（季節調整値）は、前月から横ばいの2.8％ 
となりました。有効求人倍率は1.14倍（前月比▲0.01ポイント） となり、４
カ月ぶりに低下しました。「正規の職員・従業員の仕事が無い」ため非
正規雇用で働いている、いわゆる不本意非正規雇用労働者数は、４
～６月期平均で215万人 となっています。

⑵　新型コロナウイルス感染症について
　　新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」）の第５波による感染拡
大は収束傾向となり、９月30日をもって、全国各地に発出されていた緊
急事態宣言・まん延防止等重点措置が解除されました。一定程度ワク
チン接種も進んだことで、今後、社会経済活動が徐々に再開されていく
ことが期待されますが、引き続き、基本的な感染対策や慎重な行動が
必要です。
　　交通運輸産業で働く私たちは、不特定多数の人との接点が多く、感
染のリスクにさらされながら、社会インフラとしての役割を果たし続けて
います。よって、感染症に関わる事態が発生した場合に、不安なく療養
できる環境を整えることが急務となっています。

⑶　育児・介護休業法について
　　少子高齢化にともなう人口減少下において、出産・育児による労働
者の離職を防ぎ、誰もが仕事と育児を両立できる社会を実現すること
が重要となっています。とくに、働き続ける女性を増やすためにも、男性
の育児休業取得率向上は大きな課題です。
　　2020年度の男性の育児休業取得率 は12.65％（前年度比＋
5.17％） で、過去最高となりましたが、政府が示す「2025年までに30％」
の目標を達成するには、育児休業を取得しやすくする環境整備が求め
られています。
　　そのような中、男性の育児休業取得を促進するため、子の出生後８
週間以内に育児休業を取得しやすくする「男性版産休」とも言える制
度が、2022年４月より段階的に施行されます。この制度では、①子の出
生後８週間以内に４週間まで取得可能、②分割して２回取得可能、と
なっています。さらに、「育休取得対象の労働者に対して、制度につい
て説明し、取得の意向を個別に確認する」ことが義務化されました。誰
もが仕事と育児を両立できる環境の構築につながることが期待されます。

⑷　労働災害について
　　2020年の労働災害による死亡者数は、全産業で802人（前年同期
比▲43人）と、３年連続で過去最少となりました 。一方、休業４日以上
の死傷者数は、131,156人（同＋5,545人）と増加し、そのうち、感染症の
罹患による労働災害は6,041人となっています。
   　2020年度の脳・心臓疾患の労災支給決定件数は、全産業で194
件 、職種別でみると「輸送・機械運転従事者」が60件と最も多く、仕事
における負担が他産業より大きいことが浮き彫りになっています。私たち
の職場の労働環境・労働条件を改善し、働く人の安全と健康を守るこ
とは、喫緊の課題となっています。

⑸　労働環境について
　　交通運輸産業は、他産業と比べ長時間労働が常態化し、加えて不
規則勤務、低賃金となっており、このことが全国において要員不足の一
因となっています。優秀な人材を確保すべく、賃金の引き上げ、長時間
労働の是正、休息時間の確保、有給休暇を取得しやすい要員体制な
ど、魅力ある産業にするために克服すべき課題は山積しています。課
題解決に向け、着実に取り組みを進めていくことが必要です。

 2 2021年度第１四半期決算（連結業績）について
   　西鉄グループの2021年度第１四半期（2021年４～６月）における営
業収益は、国際物流事業で輸出入取扱高が増加したことや、運輸業
やレジャー・サービス業で感染症の影響による外出自粛などで需要が
低迷したものの前年同期からは回復したことから889億78百万円（前
年同期比＋26.4％）となりました。運輸業やレジャー・サービス業の損失
幅は大幅に縮小しましたが、営業利益は▲９億41百万円（前年同期は
▲76億55百万円）となり、経常利益は、投資損失の減少や感染症関
連の助成金の増加などにより▲５億57百万円（前年同期は▲91億28
百万円）となりました。

 
 3 21秋闘（労働協約闘争）の産業別統一要求について
　　私鉄総連は、21秋闘（労働協約闘争）の産業別統一要求として、次
の３項目を掲げ、単組独自要求とあわせて積極的に取り組むとしていま
す。

１．感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充
２．非正規雇用労働者の正規雇用化
３．70歳までの就業確保における協議機関の設置

１．感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充
　　今回の感染症が収束を迎えたとしても、将来的に同じような事態が
発生する可能性は、常に存在しています。そして、その時も私たちは、社
会を支えるエッセンシャルワーカーとして、感染症の危険にさらされなが
ら働かなければならないことが想定されます。そのような状況でも安心し

て働いていくためには、感染症対策を万全にするなど、健康を守る取り
組みはもちろんですが、罹患や濃厚接触など、感染症に関わる事態が
発生した際、安心して休める環境が整っていることが重要です。よっ
て、「感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充」を求めま
す。

２．非正規雇用労働者の正規雇用化
　　西鉄労組では、19秋闘において、希望する全ての非正規雇用労働
者が期間の定めなく安心して働けるよう、「非正規雇用労働者の正規
雇用化」を要求した結果、「業務内容や能力、本人の意向ならびに正
規雇用への転換の必要性等を十分考慮したうえで、個別に社員登用
を行う」との会社回答を引き出すことができました。
　　しかし、全国では、感染症の拡大によって、多くの非正規雇用労働
者が職を失うこととなり、その不安定さが改めて浮き彫りになっていま
す。よって、改めて「非正規雇用労働者の正規雇用化」を求めます。

３．70歳までの就業確保における協議機関の設置
　　日本では、少子高齢化の進展によって、生産年齢人口が減少し、労
働力の減少が懸念されていることから、働く意欲がある高齢者の就業
機会の確保は大きな課題です。そのような中、2021年４月、改正高年齢
者雇用安定法が施行され、70歳までの就業確保が努力義務となりまし
た。よって、将来的な完全義務化を見据え、就業が高齢者自身の健康
や生きがいに繋がる観点からも、「70歳までの就業確保における協議機
関の設置」を求めます。

  4 21秋闘の単組独自要求について
　感染症の影響により、社会動向や生活様式が変化しようとしていま
す。このような中、ウィズコロナ・ポストコロナを見据えながら、組合員の労
働環境の改善やワーク・ライフ・バランスの充実をはかっていくことが重
要です。
　西鉄労組は、産別統一要求３項目および次の単組独自要求２項目
に取り組みます。

１．会社指定休暇未導入職場に総労働時間短縮など実効性のある
施策を行うこと

２．出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかること

１．会社指定休暇未導入職場に総労働時間短縮など実効性のある施
　 策を行うこと
　　会社指定休暇は、優秀な人材の獲得・保持に資する労働環境の整
備の一環として、非乗務員を中心に導入され約２年半が経過しました。
制度導入によって総労働時間短縮や業務改善などが行われ、ワーク・
ライフ・バランスの推進や長時間労働の是正に繋がったと考えていま
す。一方で、自動車・鉄道の乗務職場などにおいては会社指定休暇対
象職場ではないことに加え、在宅勤務やフレックスタイム勤務などにも対
応できないのが実情です。そのため、会社指定休暇未導入職場に総労
働時間短縮など実効性のある施策を行うことを求めます。

２．出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかること
　　20秋闘で実施した職場点検において、「育児・介護にかかわる諸制
度が取得しやすい環境ですか」の問いに対して、一定数の組合員から
「とりにくい」との回答がありました。2021年６月に「育児・介護休業法」が
改正され、2022年４月より段階的に施行されます。今後、育児や子育て
に関する制度などをより一層取得しやすい環境整備を進め、誰もが仕
事と育児等を両立できる環境を構築していかなければなりません。
　　また、取得しやすい環境整備と同時に、現行の出産・子育てに関する
諸制度を職場環境や実態に即した内容に拡充していくことも重要です。
誰もが仕事と出産・子育てを両立でき、安心して働き続けられる制度と
なることを目的に、出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかることを求
めます。
   （諸制度：休暇・休職・子育て支援特例勤務・特別休暇など）

 5 たたかいの進め方
　　産別統一要求・単組独自要求は、一括してスト権を確立したうえで、
闘争委員会を設置し、単組別交渉によって回答を求めます。

⑴　要求書提出
　　要求書は10月11日（月）付とし、総連・地連・西鉄労組の三者連名の
うえ、10月28日（木）に提出します。
⑵　スト権投票
　　投票は、10月25日（月）から27日（水）16時まで、行います。分会長は、
投票終了次第、集約を行い、本部（各部門）に報告することとします。
⑶　戦術とストライキ設定
　　交渉を重視し、解決に全力を挙げ、11月22日（月）までに回答を求め
ます。また、組合側の「交渉重視」の姿勢にもかかわらず、交渉が難航
した場合は、スト権を背景にさらなる交渉促進をはかり、年内解決をめ
ざします。なお、争議予告については、総連が一括して11月９日（火）に
行います。

 21秋闘　闘争委員会の設置と任務分担
【闘争委員会運営要綱】
⑴　目的
　　2021年秋季年末闘争推進のため、闘争全般にわたる組織体制の
確立と指導にあたります。
⑵　性格
　① 組合規約第８条から第11条に定める執行委員会の拡大会議としま
す。
　② 決議に採決を必要とする場合は、執行委員会で行います。
⑶　構成
　　執行委員、特別執行委員、準特別執行委員、準特別執行中央委員
　　※準特別執行中央委員については、必要に応じ闘争委員長が招集  
　　します。
⑷　運営と権限
　① 総連指令の具体化および独自の戦術決定
　② 戦術に臨む意思統一
　③ その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　闘争委員長：古賀  
　闘争副委員長 ：本間
　闘争書記長：森

⑴　交渉対策委員（資料作成・交渉実務など）
　① 対策委員：古賀、本間、森、渡辺
　② 交渉委員：森、渡辺、山本、牧野、北島
⑵　戦術委員（戦術の具体化・立案など）
　　本間、森、渡辺、山本、牧野、北島
⑶　組織・総務対策委員（情報把握、指令、指示の伝達、交渉事項など）
　　渡辺、山本、牧野、北島、末次、権藤、川瀨
　   ※部門対策〔自動車〕鞭馬、〔鉄道〕野田、〔兼業〕末次

 主要日程（予定）
　10月21日・・・・・・第１回中央委員会
　10月25日・・・・・・ストライキ権確立投票（～ 27日）
　10月28日・・・・・・要求書提出
　10月28日・・・・・・第１回労使交渉
　11月  2日・・・・・・第２回労使交渉
　11月19日・・・・・・第３回労使交渉
　11月22日・・・・・・第４回労使交渉
　11月30日・・・・・・第２回中央委員会

西鉄労組2021年秋季年末闘争方針
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1　総務省「労働力調査（基本集計）」
2　厚生労働省「一般職業紹介状況」
3　総務省「労働力調査（詳細集計）」
4　2018年10月１日から2019年９月30日までの１年間に配偶者が出産し
た男性のうち、 2020年10月１日までに育児休業を開始した者（育児休
業の申出をしている者を含む）の割合

5　厚生労働省「雇用均等基本調査」
6　厚生労働省「労働災害発生状況」
7　厚生労働省「過労死等の労災補償状況」
8　西日本鉄道「2022年３月期第１四半期決算短信」
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⑷　労働災害について
　　2020年の労働災害による死亡者数は、全産業で802人（前年同期
比▲43人）と、３年連続で過去最少となりました 。一方、休業４日以上
の死傷者数は、131,156人（同＋5,545人）と増加し、そのうち、感染症の
罹患による労働災害は6,041人となっています。
   　2020年度の脳・心臓疾患の労災支給決定件数は、全産業で194
件 、職種別でみると「輸送・機械運転従事者」が60件と最も多く、仕事
における負担が他産業より大きいことが浮き彫りになっています。私たち
の職場の労働環境・労働条件を改善し、働く人の安全と健康を守るこ
とは、喫緊の課題となっています。

⑸　労働環境について
　　交通運輸産業は、他産業と比べ長時間労働が常態化し、加えて不
規則勤務、低賃金となっており、このことが全国において要員不足の一
因となっています。優秀な人材を確保すべく、賃金の引き上げ、長時間
労働の是正、休息時間の確保、有給休暇を取得しやすい要員体制な
ど、魅力ある産業にするために克服すべき課題は山積しています。課
題解決に向け、着実に取り組みを進めていくことが必要です。

 2 2021年度第１四半期決算（連結業績）について
   　西鉄グループの2021年度第１四半期（2021年４～６月）における営
業収益は、国際物流事業で輸出入取扱高が増加したことや、運輸業
やレジャー・サービス業で感染症の影響による外出自粛などで需要が
低迷したものの前年同期からは回復したことから889億78百万円（前
年同期比＋26.4％）となりました。運輸業やレジャー・サービス業の損失
幅は大幅に縮小しましたが、営業利益は▲９億41百万円（前年同期は
▲76億55百万円）となり、経常利益は、投資損失の減少や感染症関
連の助成金の増加などにより▲５億57百万円（前年同期は▲91億28
百万円）となりました。

 
 3 21秋闘（労働協約闘争）の産業別統一要求について
　　私鉄総連は、21秋闘（労働協約闘争）の産業別統一要求として、次
の３項目を掲げ、単組独自要求とあわせて積極的に取り組むとしていま
す。

１．感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充
２．非正規雇用労働者の正規雇用化
３．70歳までの就業確保における協議機関の設置

１．感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充
　　今回の感染症が収束を迎えたとしても、将来的に同じような事態が
発生する可能性は、常に存在しています。そして、その時も私たちは、社
会を支えるエッセンシャルワーカーとして、感染症の危険にさらされなが
ら働かなければならないことが想定されます。そのような状況でも安心し

て働いていくためには、感染症対策を万全にするなど、健康を守る取り
組みはもちろんですが、罹患や濃厚接触など、感染症に関わる事態が
発生した際、安心して休める環境が整っていることが重要です。よっ
て、「感染症等発生時における特別休暇制度の確立と拡充」を求めま
す。

２．非正規雇用労働者の正規雇用化
　　西鉄労組では、19秋闘において、希望する全ての非正規雇用労働
者が期間の定めなく安心して働けるよう、「非正規雇用労働者の正規
雇用化」を要求した結果、「業務内容や能力、本人の意向ならびに正
規雇用への転換の必要性等を十分考慮したうえで、個別に社員登用
を行う」との会社回答を引き出すことができました。
　　しかし、全国では、感染症の拡大によって、多くの非正規雇用労働
者が職を失うこととなり、その不安定さが改めて浮き彫りになっていま
す。よって、改めて「非正規雇用労働者の正規雇用化」を求めます。

３．70歳までの就業確保における協議機関の設置
　　日本では、少子高齢化の進展によって、生産年齢人口が減少し、労
働力の減少が懸念されていることから、働く意欲がある高齢者の就業
機会の確保は大きな課題です。そのような中、2021年４月、改正高年齢
者雇用安定法が施行され、70歳までの就業確保が努力義務となりまし
た。よって、将来的な完全義務化を見据え、就業が高齢者自身の健康
や生きがいに繋がる観点からも、「70歳までの就業確保における協議機
関の設置」を求めます。

  4 21秋闘の単組独自要求について
　感染症の影響により、社会動向や生活様式が変化しようとしていま
す。このような中、ウィズコロナ・ポストコロナを見据えながら、組合員の労
働環境の改善やワーク・ライフ・バランスの充実をはかっていくことが重
要です。
　西鉄労組は、産別統一要求３項目および次の単組独自要求２項目
に取り組みます。

１．会社指定休暇未導入職場に総労働時間短縮など実効性のある
施策を行うこと

２．出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかること

１．会社指定休暇未導入職場に総労働時間短縮など実効性のある施
　 策を行うこと
　　会社指定休暇は、優秀な人材の獲得・保持に資する労働環境の整
備の一環として、非乗務員を中心に導入され約２年半が経過しました。
制度導入によって総労働時間短縮や業務改善などが行われ、ワーク・
ライフ・バランスの推進や長時間労働の是正に繋がったと考えていま
す。一方で、自動車・鉄道の乗務職場などにおいては会社指定休暇対
象職場ではないことに加え、在宅勤務やフレックスタイム勤務などにも対
応できないのが実情です。そのため、会社指定休暇未導入職場に総労
働時間短縮など実効性のある施策を行うことを求めます。

２．出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかること
　　20秋闘で実施した職場点検において、「育児・介護にかかわる諸制
度が取得しやすい環境ですか」の問いに対して、一定数の組合員から
「とりにくい」との回答がありました。2021年６月に「育児・介護休業法」が
改正され、2022年４月より段階的に施行されます。今後、育児や子育て
に関する制度などをより一層取得しやすい環境整備を進め、誰もが仕
事と育児等を両立できる環境を構築していかなければなりません。
　　また、取得しやすい環境整備と同時に、現行の出産・子育てに関する
諸制度を職場環境や実態に即した内容に拡充していくことも重要です。
誰もが仕事と出産・子育てを両立でき、安心して働き続けられる制度と
なることを目的に、出産・子育てに関する諸制度の拡充をはかることを求
めます。
   （諸制度：休暇・休職・子育て支援特例勤務・特別休暇など）

 5 たたかいの進め方
　　産別統一要求・単組独自要求は、一括してスト権を確立したうえで、
闘争委員会を設置し、単組別交渉によって回答を求めます。

⑴　要求書提出
　　要求書は10月11日（月）付とし、総連・地連・西鉄労組の三者連名の
うえ、10月28日（木）に提出します。
⑵　スト権投票
　　投票は、10月25日（月）から27日（水）16時まで、行います。分会長は、
投票終了次第、集約を行い、本部（各部門）に報告することとします。
⑶　戦術とストライキ設定
　　交渉を重視し、解決に全力を挙げ、11月22日（月）までに回答を求め
ます。また、組合側の「交渉重視」の姿勢にもかかわらず、交渉が難航
した場合は、スト権を背景にさらなる交渉促進をはかり、年内解決をめ
ざします。なお、争議予告については、総連が一括して11月９日（火）に
行います。

 21秋闘　闘争委員会の設置と任務分担
【闘争委員会運営要綱】
⑴　目的
　　2021年秋季年末闘争推進のため、闘争全般にわたる組織体制の
確立と指導にあたります。
⑵　性格
　① 組合規約第８条から第11条に定める執行委員会の拡大会議としま
す。
　② 決議に採決を必要とする場合は、執行委員会で行います。
⑶　構成
　　執行委員、特別執行委員、準特別執行委員、準特別執行中央委員
　　※準特別執行中央委員については、必要に応じ闘争委員長が招集  
　　します。
⑷　運営と権限
　① 総連指令の具体化および独自の戦術決定
　② 戦術に臨む意思統一
　③ その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　闘争委員長：古賀  
　闘争副委員長 ：本間
　闘争書記長：森

⑴　交渉対策委員（資料作成・交渉実務など）
　① 対策委員：古賀、本間、森、渡辺
　② 交渉委員：森、渡辺、山本、牧野、北島
⑵　戦術委員（戦術の具体化・立案など）
　　本間、森、渡辺、山本、牧野、北島
⑶　組織・総務対策委員（情報把握、指令、指示の伝達、交渉事項など）
　　渡辺、山本、牧野、北島、末次、権藤、川瀨
　   ※部門対策〔自動車〕鞭馬、〔鉄道〕野田、〔兼業〕末次

 主要日程（予定）
　10月21日・・・・・・第１回中央委員会
　10月25日・・・・・・ストライキ権確立投票（～ 27日）
　10月28日・・・・・・要求書提出
　10月28日・・・・・・第１回労使交渉
　11月  2日・・・・・・第２回労使交渉
　11月19日・・・・・・第３回労使交渉
　11月22日・・・・・・第４回労使交渉
　11月30日・・・・・・第２回中央委員会


